
施策の基本的方向 具体的施策 関連提言等

①政府の施策が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響についての調査の実施

②家族に関する法制の整備 ②家族に関する法制の整備

 ・選択的夫婦別氏制度に関する世論調査の実施（内閣府　13年5月）

８年 13年

夫婦は同姓であるべきで法改正の必要なし 39.8 29.9

選択的に夫婦別氏が可能になる法改正をしてもよい 32.5 42.1
婚姻前の名字を通称として使用するための法改正は可 22.5 23.0

わからない 5.1 5.0

③個人のライフスタイルの選択に中立的な社会制度の検討

・16年度税制改正において、均等割の納税義務を負う夫と生計を一にする妻で夫と同じ市町村内に住所を有する者（いわ

ゆる「生計同一の妻」）に対する個人住民税均等割の非課税措置について、政府税制調査会の「課税の公平の観点から、

この非課税制度を廃止すべき」との指摘等を踏まえ廃止（総務省 16年度）

・15年度税制改正において、現状では共働き世帯数が専業主婦世帯数を上回るようになっていると

いうこと、女性の就業に関する選択等に中立的でないといった指摘もあること等を踏まえ、配偶者

特別控除のうち配偶者控除に上乗せして適用される部分について廃止（財務省・総務省 15年度）

・社会保障審議会年金部会の設置（厚生労働省　14年1月～）

・女性のライフスタイルの変化等に対応した年金制度の在り方に関する検討会の設置（厚生労働省　12年7月～）

２　男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し、意識の改革

・男女共同参画会議影響調査専門調査会報告において、ライフスタイル別の生涯可処分所得の推計を行い、ライフ
　スタイルの選択等に中立的な税制・社会保障制度・雇用システムについての基本的な考え方をまとめた。（14年12月）

・１４年１２月に厚生労働省としてとりまとめた「年金改革の骨格に関する方向性と論点」において、改革の基本的視点
の一つとして、「少子化、女性の社会進出、就業形態の多様化等の社会経済の変化に的確に対応できるものとすること」
を提示し、①公的年金制度における次世代育成支援策②支え手を増やす取組③女性と年金を巡る問題、について検討を
行った。（厚生労働省　14年12月）

（１） 男女共同
参画の視点に立っ
た社会制度・慣行
の見直し

①政府の施策が男女共同参画社
会の形成に及ぼす影響について
の調査の実施

・男女共同参画会議影響調
査専門調査会の「『ライフ
スタイルの選択と税制・社
会保障制度・雇用システ
ム』に関する報告」におい
て、ライフスタイル別の生
涯可処分所得の推計を行
い、ライフスタイルの選択
等に中立的な税制・社会保
障制度・雇用システムにつ
いての基本的な考え方をま
とめた（14年12月）

　政府の施策が男女共同参画社会
の形成に及ぼす影響についての調
査（以下「男女共同参画影響調
査」という。）について効果的な
手法を確立し、的確な調査を実施
する。また、こうした取組につい
て、地方公共団体においても取り
組めるよう、情報提供する。

　男女平等等の見地から、選択的
夫婦別氏制度の導入や、再婚禁止
期間の短縮を含む婚姻及び離婚制
度の改正について、国民の意識の
動向を踏まえつつ、引き続き検討
を進める。

・男女共同参画会議基本問
題専門調査会の「選択的夫
婦別氏制度に関する審議の
中間まとめ」において「選
択的夫婦別氏制度を導入す
る民法改正が進められるこ
とを心から期待する」とさ
れた（13年10月）

③個人のライフスタイルの選択
に中立的な社会制度の検討

　税制、社会保障制度、賃金制度
等、女性の就業を始めとするライ
フスタイルの選択に大きなかかわ
りを持つ諸制度・慣行について、
様々な世帯形態間の公平性や諸外
国の動向等にも配慮しつつ、個人
のライフスタイルの選択に対する
中立性等の観点から総合的に検討
する。
　また、これらの制度は相互に関
連しており、総合的な視点からの
検討も必要であることから、諸外
国における社会制度について総合
的な視点から調査研究を行う。
　女性と年金の在り方について指
摘されている問題については、厚
生大臣の下に設置した各分野の専
門家からなる検討会において、民
事法制、税制、他の社会保障制度
等との関連や諸外国の動向、社会
実態など幅広く研究しながら検討
を行う。

　　（12年7月～13年12月　　17回開催）

 　 (14年1月～16年3月　　27回開催）

施策の実施状況及び関連統計等

・男女共同参画会議影響調査専門調査会影響調査事例研究ワーキングチ－ムにおいて、影響調査の手法例等を紹介した中間報告をと
りまとめ、地方公共団体にも配布（15年10月）

・第159回国会で成立した「国民年金法等の一部を改正する法律」においては、改正の基本的な考え方の一つである、多
様な生き方、働き方の選択に柔軟に対応できる仕組みとするという観点から、次世代育成支援の拡充や離婚時の厚生年金
の分割、第3号被保険者期間の厚生年金の分割等について規定し、短時間労働者への厚生年金の適用拡大については検討
規定が置かれた。（厚生労働省　16年6月成立、16年10月より順次施行）

・「持続可能な安心できる年金制度の構築に向けて（厚生労働省案）」においては、「多様な生き方、働き方に対応し、
より多くの者が能力を発揮できる社会につながる制度とする」ことを改革の基本的な考え方の一つとし、短時間労働者に
対する厚生年金の適用拡大、次世代育成支援、第３号被保険者制度等について具体的な改正案を提示した。（厚生労働省
15年11月）

・男女共同参画会議影響調
査専門調査会の「『ライフ
スタイルの選択と雇用・就
業に関する制度・慣行』に
ついての報告」において、
雇用、起業・自営業、公務
など様々な働く場につい
て、現状及び課題を整理し
た上で、今後の政策の総論
的な方向性として、①男女
共にライフスタイルを柔軟
に選択できる中立的な制
度、②多様な就業形態の選
択・移動に中立的な制度、
③個人の能力を伸ばす教
育、能力開発を掲げた（16

・男女共同参画会議影響調
査専門調査会において、個
人住民税均等割の見直しに
対する考えをまとめた（16
年1月）

・政府税制調査会におい
て、税制における配偶者へ
の配慮のあり方について見
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施策の基本的方向 具体的施策 関連提言等 施策の実施状況及び関連統計等

　・男女雇用機会均等月間（６月１日～31日）の実施（均等法の周知啓発）（厚生労働省）

・男女共同参画会議影響調
査専門調査会の「『ライフ
スタイルの選択と雇用・就
業に関する制度・慣行』に
ついての報告」 において、
雇用、起業・自営業、公務
など様々な働く場につい
て、現状及び課題を整理し
た上で、今後の政策の総論
的な方向性として、①男女
共にライフスタイルを柔軟
に選択できる中立的な制
度、②多様な就業形態の選
択・移動に中立的な制度、
③個人の能力を伸ばす教
育、能力開発を掲げた（16

④職場・家庭・地域等における
慣行の見直し

・16年の年金制度改正に向
けて議論を行っていた社会
保障審議会年金部会におい
て、短時間労働者に対する
厚生年金の適用、次世代育
成支援、第３号被保険者制
度等の次期年金改革の論点
について、その検討結果を
とりまとめた「年金制度改
正に関する意見」を発表し
た。（厚生労働省　15年9
月）

　職場・家庭・地域等様々な場に
おける慣行についても、性別によ
る偏りにつながるおそれのあるも
のについて、広くその見直しを呼
びかける。

④職場・家庭・地域等における慣行の見直し

・「女性のライフスタイル
の変化等に対応した年金の
在り方に関する検討会」の
報告において、「女性自身
の貢献がみのる年金制度」
を目指して、個人の多様な
選択に対して中立的な制度
を構築するとともに、年金
の支え手を増やし、併せて
女性に対する年金保障の充
実を図るという観点から、
年金制度設計上検討してい
くべき具体的な課題につい
て、その考え方や課題につ
いてとりまとめた。（厚生

の配慮のあり方について見
直すべき旨の答申（15年6
月、14年6月）なお、政府税
制調査会・基礎問題小委員
会において、「わが国経済
社会の構造変化の「実像」
について」が報告され、夫
が仕事、妻が家事・育児を
担う「戦後家族モデル」が
終焉し、雇用形態をはじ
め、個人の生き方が多様化
している等の姿が示されて
いる （16年6月）
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施策の基本的方向 具体的施策 関連提言等 施策の実施状況及び関連統計等

①多様な媒体を通じた広報・啓発活動の推進

　・男女共同参画週間（6月23日～29日）の実施（全国会議、様々な媒体による広報活動）（内閣府　13年度～）

　・男女共同参画に係る啓発ビデオの制作（内閣府　12年度～）

　・男女雇用機会均等月間（6月1日～32日）の実施（均等法の周知啓発）（厚生労働省）

　・均等推進企業表彰の実施（厚生労働省　11年度～、17年度～公募）

②多様な団体との連携による広報・啓発活動の推進

　・男女共同参画推進連携会議の開催（年５～６回）（内閣府　８年度～）(１（３）①に前掲）

　・男女共同参画社会づくりに向けての全国会議の開催（内閣府　13年度～）

　・男女共同参画フォーラムの実施（毎年度全国５～６か所）（内閣府　12年度～）

　・男女共同参画宣言都市奨励事業の実施（内閣府　６年度～）

男女共同参画宣言都市数

～12年度 13年度 14年度 15年度 16年度

宣言都市数 37 45 59 68 77

　・男女共同参画宣言都市サミット事業の実施（内閣府　８年度～）

～12年度 13年度 14年度 15年度 16年度

サミット開催自治体数 5 6 8 10 11

12年度 13年度 14年度 15年度

開催地域数 4 4 4 3

（２）　国民的広
がりを持った広
報・啓発活動の展
開

　・独立行政法人国立女性教育会館において、全国の関係者が一堂に会する機会を提供する
　　「女性学・ジェンダー研究フォーラム」「全国交流フェスティバル」「女性情報国際フォーラム」
　　等を開催（文部科学省）

　　・独立行政法人国立女性教育会館において、地方の生涯学習関連施設等と連携し「男女共
　　　同参画学習フォーラム」を開催（文部科学省　～１５年度）

①多様な媒体を通じた広報・啓
発活動の推進

育、能力開発を掲げた（
年7月）

　男女共同参画に関する認識を深
め、社会的・文化的に形成された
性別（ジェンダー）に敏感な視点
を定着させ、職場・家庭・地域に
おける様々な慣習・慣行の見直し
を進めること等を目的として、広
報・啓発活動を展開する。その
際、既に様々な分野に参画してい
る女性の活動の成果が広く世の中
に伝わるように可視性を高めるた
めの配慮をする。これらの活動
は、地方公共団体、ＮＧＯ等の協
力を得つつ行い、「男女共同参画
週間」、「人権教育のための国連
10年」における取組や「人権週
間」、「農山漁村女性の日」、
「男女雇用機会均等月間」等多様
な機会を通じ、活字、映像、イン
ターネットといった多様な通信媒
体を通じて進める。

②多様な団体との連携による広
報・啓発活動の推進

　有識者、女性団体、経済団体、
マスメディア、教育関係団体等広
範な各種団体の代表からなる男女
共同参画推進連携会議（えがりて
ネットワーク）の活動を通じて、
広く各界各層との情報及び意見の
交換や広報・啓発を行い、男女共
同参画社会づくりに向けての国民
的な取組を推進する。また、地方
公共団体、ＮＧＯ等との連携の下
に、全国レベル、地方レベルで関
係者が一堂に会する機会を提供す
ることにより、男女共同参画の課
題に関する意識の浸透を図る。

  ・法務省の人権擁護機関において，「人権教育のための国連１０年」国内行動計画における取組や「人権週間」
　  （12月４日～10日）等の様々な機会を通じた，全国的な啓発・広報活動を実施。（法務省）

「男女共同参画学習フォーラム」開催実績

・独立行政法人国立女性教育会館において、地方の生涯学習関連施設等と連携し、セミナーを開催する等、
　引き続き地域のリーダー等の資質向上を図っている。（文部科学省　１６年度～）
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施策の基本的方向 具体的施策 関連提言等 施策の実施状況及び関連統計等

①法令や条約の周知等 ①法令や条約の周知等

　・外務省ホームページ（英語版、日本語版）に、女性の権利関連条約等の内容を掲載し広報を実施（外務省）

　・男女共同参画社会基本法の逐条解説公表、ホームページ掲載（内閣府）

②相談体制の充実 ②相談体制の充実

　・女性の人権ホットラインの利用件数（法務省　１２年７月～）

年 平成12年（７～12月） 13年 14年 15年

件数 2,326 9,623 22,945 29,115

※　平成13年及び14年については、1月から12月の1年間の件数を計上している。

③国際化への対応 ③国際化への対応

① 統計調査等の充実 ①統計調査等の充実

・事業所・企業統計調査及びサービス業基本調査の調査事項の充実（総務省　16年度）

・「働く女性の実情」取りまとめ（厚生労働省）

・「女性と仕事の未来館」のホームページによる情報提供（厚生労働省）

・男女共同参画会議の「政
府が実施する男女共同参画
社会の形成の促進に関する
施策の実施状況の監視につ
いて」において、今後の取
組に向けた重要事項とし
て、「１統計情報の内容の
充実」、「２利用者のニー
ズに対応した提供等」、
「３国際社会との関係」、
「４推進体制」の４つの柱
ごとに提言。１について
は、統計情報の収集・整備
に当たっては、可能な限
り 各個人 各世帯員 従

・科学技術研究調査の表章の充実（総務省　14年度措置）

・男女共同参画会議の「男
女共同参画に関する施策に
ついての苦情の処理及び人
権侵害における被害者の救
済に関するシステムの充
実・強化について」におい
て、人権侵害における被害
者の救済に関する取組の推
進方策については、被害者
救済に関わる各種機関の一
層の連携強化を図り、地域
において効果的な支援体制
を構築するための取組が必
要、地域のネットワークを
活用したきめ細かい広報活
動を行うことが必要である
こと等を意見として決定
（14年10月）

　各種人権問題の相談に応ずるた
め、全国の常設人権相談所に加
え、各法務局・地方法務局の専用
相談電話「女性の人権ホットライ
ン」や女性のための特設人権相談
所を引き続き設置し、男女共同参
画社会の実現のための啓発活動や
人権相談、人権侵犯事件に積極的
に取り組む。また、相談内容に応
じた助言のほか、関係機関への通
報、法律扶助協会への紹介、人権
侵犯事件としての調査・処理を通
じた救済の充実強化に努める。さ
らに、これらの制度の趣旨、活動
内容の周知、定着を図るなど、広
報活動の一層の充実を図る。

英語や中国語等の通訳を配置した
外国人のための人権相談所を引き
続き設置し、さらにその内容を充
実させるよう努める。

　13年以前の報告書は、「研究者」のみ、女性の表章を行っていたが、14年の報告書より、「研究者」に
  加えて、「研究者のうち主に研究に従事する者」、「研究補助者」、「技能者」、「研究事務その他の関係者」及び
  「総数」についても女性の表章を実施

(4)男女共同参
画にかかわる情
報の収集・整
備・提供

女性の地位向上国連特別総会「女性2000年会議」（ニューヨーク）等を掲載）

（女子差別撤廃条約実施状況報告、報告書に対する委員会最終コメント、

（３）　法識字
の強化及び相談
の充実

　女性の権利に関連の深い国内法
令、条約等について、誰もが理解
しやすい形で広報するなど、その
内容の周知に努め、また、権利が
侵害された場合の相談窓口、救済
機関等の情報についての提供に努
める。その際、児童、高齢者、障
害者、外国人等情報を得にくい状
況にある者に対して配慮する。
　また、学校教育や社会教育にお
いて、法令等により保障される人
権に関し、正しい知識の普及を図
る。

　女性の置かれた状況を客観的に
把握できる統計情報の在り方につ
いて検討を行い、女性及び家族に
関する学習・調査・研究に資する
ための情報を含め、男女共同参画
社会の形成に資する統計情報の収
集・整備・提供に努める。　な
お、統計情報の提供に当たって
は、一般国民による分析、研究の
利用を可能とすることに留意す
る。　また、統計調査の設計、結
果の表し方等について、男女共同
参画の視点から点検し、必要に応
じて見直す。

　平成16年 事業所・企業統計調査（簡易調査）及びサービス業基本調査において、前回調査（11年）では
男女別に区分していなかった従業者数を、16年調査において男女別に区分して調査。

 ・学校教育においては、社会科で日本国憲法を学習する中で基本的人権の保障などについて
　 理解を促進するとともに、教育活動全体を通じて人権尊重の意識を高めている（文部科学省）

 ・社会教育においては、人権に関する学習が出来るよう、公民館等の社会教育施設を中心とした、
　人権に関する多様な学習機会をの充実、普及・啓発を図っている（文部科学省）

・統計法（昭和22年法律第18号）及び統計報告調整法（昭和27年法律第148号）に基づく統計調査の実施についての
  統計局統計基準部における審査・調整等の際に、男女共同参画社会の形成に資する統計の整備に配意、その充実
  に努力(総務省）
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施策の基本的方向 具体的施策 関連提言等 施策の実施状況及び関連統計等

・独立行政法人国立女性教育会館で、女性及び家族に関する分野の資料を収集、整理し、文献情報データベースを

約 100,700冊

雑誌、新聞 約  3,200誌

新聞切り抜き 　約 164,000件

・１４年度の社会教育調査（指定統計第８３号）において、託児サービスの実施状況、

女性教育施設における事業への参加者数等に占める女性の割合等を新たに把握し、

刊行物及びインターネットにより提供（文部科学省）

・女性雇用管理基本調査の実施（厚生労働省）

１５年度　企業の女性の活用（採用・配置・昇進等）状況等

１４年度　事業所の育児・介護休業制度等の実施状況等

１３年度　事業所の女性の雇用管理状況等

②無償労働の数量的把握の推進
②無償労働の数量的把握の推進

り、各個人、各世帯員、従
業者、利用者等の性別を把
握することが重要であるこ
と等、２については、利用
者の利便性を向上させるた
め、刊行物による提供のみ
ならず、電子的手段も含
め、多様な媒体により統計
情報を提供することが必要
であること等、３について
は、統計情報について諸外
国との比較可能性を高める
ことが重要であること等、
４については、統計情報の
作成に関わる各府省におい
ては、統計利用者等の意見
等も踏まえ、男女共同参画
に資する必要な統計情報が
各々の行政分野において適
切に整備されているかどう
か常時把握し、検証する担
当者を明確にしておくこと
が必要であること等を意見

・平成13年社会生活基本調査において、生活行動の20分類に加え、より的確な無償労働の数量化に資するための
　アフターコード方式による62分類の結果を公表（総務省　15年３月公表）

・介護・保育に関する生産、消費、資本形成等の状況をマクロ経済統計として整備することを目的とした介護・保育
　サテライト勘定の研究結果報告（内閣府経済社会綜合研究所　12年6月公表）

　無償労働時間の実態把握に資す
るよう、社会生活基本調査におい
て生活時間の配分に関する調査を
行い、家事、育児、介護・看護等
の無償労働の時間量を把握する。

人口、労働、教育等様々な分野の統計情報を、女性と男性別に集計・整理し、データブックを作成するとともに、統
計データベースを公開。

 ②蔵書数　　　　　　　　       　 （16年3月現在）

・１５年の社会福祉施設等調査、介護サービス施設・事業所調査及び地域児童福祉事業等調査において、常勤・非常勤別従事者数を
男女別に把握（厚生労働省　15年度）

・１５年の労働組合実態調査において、労働組合の組合役員等に関する項目のうち専従者の人数について、男女別に把握（厚生労働
省　１５年度）

  インターネットで提供（文部科学省）

・男女共同参画会議の「政
府が実施する男女共同参画
社会の形成の促進に関する
施策の実施状況の監視につ
いて」において、無償労働
の数量的把握については、
今後は諸外国との比較分析
を進め、国民に分かりやす
い形でその結果が提供され
ることが必要、貨幣評価の
分析の基礎となる統計情報
の充実を図るとともに、無
償労働の貨幣評価をどのよ
うに活用していくかについ
て、男女共同参画の観点か
ら研究することが必要であ
ることを意見として決定
（15年７月）

・各府省統計主管部局長等
会議の申し合わせによる
「統計行政の新たな展開方
向」において、いわゆる
「ジェンダー統計」の整備
に関しても記述。（総務省
15年6月）

図書、地方行政資料

 ①女性と男性に関する統計データベース              551件　（15年4月公開）
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